
松 山 大 学 論 集
第 ２２ 巻 第 ３ 号 抜 刷
２０１０ 年 ８ 月 発 行

死亡時の「みなし譲渡課税」の負担は過重か
――譲渡所得税の死亡時課税と現行課税方式との比較――

青 野 勝 広



死亡時の「みなし譲渡課税」の負担は過重か
――譲渡所得税の死亡時課税と現行課税方式との比較――

青 野 勝 広

Ⅰ．は じ め に

周知のように，シャウプ勧告は，キャピタル・ゲイン課税を重視し，資産が

相続によって移転する場合に，時価による譲渡があったとして，みなし譲渡課

税をする方法，すなわち，被相続人の死亡時にみなし譲渡所得課税を行うこと

を勧告した。シャウプ勧告による死亡時のみなし譲渡所得課税は，資産を売却

しない限り，譲渡所得税の無限の引き延ばしができるという問題点を回避する

ことはできるが，シャウプ勧告による死亡時のみなし譲渡所得課税だけでは，

名目税率一定の譲渡所得税が納税延期の利益を生じさせることによって土地売

却を延期することを有利にし，土地資産の取引を阻害するという譲渡所得税そ

のものの凍結効果を除去することはできない。

譲渡所得税の無限の引き延ばしと譲渡所得税そのものの凍結効果を除去する

譲渡所得課税として，岩田・八田［２００３］は，土地所有者が土地を売却した場

合にも，死亡時まで譲渡所得課税を延期し，死亡時に譲渡所得課税を行うとい

う，個人の不動産に対する「譲渡所得税の死亡時課税」を提案している。岩田・

八田［２００３］によって提案された「譲渡所得税の死亡時課税」の改善策として，

青野［２００６］は，税の中立性と公平性を高めた「新譲渡所得税の死亡時課税」

を提案している。１）

１）岩田・八田［２００３］による個人の不動産に対する「譲渡所得税の死亡時課税」を提案や
青野［２００６］による「新譲渡所得税の死亡時課税」を提案については，青野［２００８］参照。



シャウプ勧告による「みなし譲渡所得」課税であれ，新譲渡所得税の死亡時

課税であれ，未実現キャピタル・ゲイン（値上り益）に対して死亡時にみなし

譲渡課税を行わなければならない。みなし譲渡課税については，税法学の分野

からも相続時における「みなし譲渡所得税」をロック・イン効果（凍結効果）

の排除と公平負担の原則から高く評価する見解（金子［１９９６］）や時価主義と

の関連でみなし譲渡所得税の今日的な意義を高く評価する見解（中里［２００２］）

がある。

死亡時のみなし譲渡課税に対する批判として，資産所有者の死亡時にみなし

譲渡課税がなされる場合，遺産の規模が大きい相続については，被相続人に

は，未実現キャピタル・ゲインに対してみなし譲渡課税がなされ，相続人に

は，相続時の資産の時価（相続税評価額）で相続税が課せられる。これは，資

産の移転者（被相続人）と資産の受領者（相続人）の両方に課税されるという

意味で二重課税であり，「負担が過重である」という批判がある。２）もっとも，

二重課税という表現については，渋谷［２００２］が，「これは，決して二重課税，

換言すれば相対的重課ではなく，せいぜい同時課税と呼ぶべきものである」と

述べているように，適切な表現ではなく，譲渡所得税と相続税が資産所有者の

死亡時に同時に課税されるという意味で同時課税という表現の方が適切であろ

う。

このような「負担が過重である」という批判を踏まえて，シャウプ勧告によ

るみなし譲渡課税は，次第に縮小され，現行所得税法（５９条�）では，�法

人に対する贈与，�限定承認にかかる相続，�法人に対する遺贈，�個人に対

する包括遺贈で限定承認にかかるもの，�著しく低い対価による法人に対する

譲渡という例外的な場合に限って，みなし譲渡課税が行われている。その他の

場合には，相続人は被相続人の資産の取得価額を引き継ぐこととしている。し

たがって，資産所有者が死亡しても，未実現キャピタル・ゲインは，譲渡があ

２）未実現キャピタル・ゲイン（値上り益）へのみなし譲渡課税に対する批判については，
水野［２００７］１８７頁，渋谷［２００２］参照。
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る（キャピタル・ゲインが実現する）まで課税の繰り延べがされる（引継ぎ価

額による課税の繰り延べ）。

現行所得税制度における「引継ぎ価額による課税の繰り延べ」は，譲渡所得

税の無限の繰り延べを可能にし，譲渡所得税の納税延期の利益を生じさせて，

相続した不動産の売却を阻害するという凍結効果を持っている。これに対し

て，譲渡所得税の死亡時課税制度は，現行所得税制度の下における譲渡所得税

の無限の繰り延べという弊害を排除することができる。また，譲渡所得税の死

亡時課税制度は，現行所得税制度に比して，相続人が不動産を早期に売却する

ことを有利にする効果を持っている。したがって，被相続人の死亡時のみなし

譲渡所得課税は「負担が過重である」という批判が妥当しないならば，被相続

人の死亡時のみなし譲渡所得課税の意義を再評価する必要がある。

小論は，岩田・八田［２００３］や青野［２００８］で提案した譲渡所得税の死亡

時課税（みなし譲渡所得課税と死亡時課税の組み合わせ方式）における死亡

時のみなし譲渡課税と相続税の同時課税が現行課税方式と比べて「負担が過

重である」という批判が妥当か否かを検討することを目的としている。その

ために，まず第２節では，相続時に相続不動産を第三者に売却（譲渡）した

ときにおける「みなし譲渡所得」課税と死亡時課税の組み合わせ方式（以下，

譲渡所得税の死亡時課税という）と現行課税方式とを比較し，譲渡所得税の

死亡時課税を行った場合にその負担が過重であるか否かを検討する。また，

譲渡所得課税と相続税との関連で現行課税方式の下における相続税額の取得

費加算の特例制度の問題点について述べる。第３節では，相続時より一定期

間後（� 期後）に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときにおける譲

渡所得税の死亡時課税と現行課税方式とを比較し，譲渡所得税の死亡時課税

を行った場合にその負担が過重であるか否かを検討する。第４節では，第２

節と第３節の検討を踏まえ，譲渡所得税の死亡時課税の下では，みなし譲渡

所得税は相続税の対象から控除され，相続人が相続時の一定期間後に不動産

を売却するときには被相続人の取得価額を引き継がず，相続時の時価が取得
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価額になることを考慮すれば，「負担が過重である」という批判は必ずしも

妥当しないこと，特に，相続税額の取得費加算の特例制度を廃止して譲渡所

得税の死亡時課税制度を導入すれば，譲渡所得税の死亡時課税の方が譲渡所

得税と相続税の負担軽減になる可能性が強いことが明らかにされる。

�．譲渡所得税の死亡時課税（みなし譲渡所得課税と死亡時課税の
組み合わせ方式）と現行課税方式との比較－相続時に不動産を売

却したとき

まず，相続時に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときにおける譲渡所

得税の死亡時課税と現行課税方式とを比較し，譲渡所得税の死亡時課税を行っ

た場合にその負担が過重になるか否かを検討しよう。

今，相続時における不動産の時価（評価額）を��，不動産の相続税評価額

を���，被相続人の不動産の取得価額を�，譲渡所得税率を�とし，簡単化の

ため，債務は存在しないものとする。また，相続時における不動産の時価（評

価額）��は，被相続人の不動産の取得価額�を上回るもの������と想定す

る。ここで，��は，相続時に不動産を売却したときには不動産売却価額を表

し，売却しなかった場合には，「みなし譲渡所得」課税のための時価評価額を

表すものとする。

現行課税方式の下で，相続時に相続不動産を第三者に売却（譲渡）した場合

を考えよう。相続税の支払いのために（相続開始のあった日の翌日から相続税

申告期限後３年以内に）土地等を売却した場合には，譲渡所得額������か

ら相続税の支払い額を控除できる（相続税額の取得費加算の特例制度）から，

現行課税方式の下では，相続人が支払わなければならない相続税と譲渡所得税

の相続時における現在価値��は，

�������
�������������

�� �

となる。ここで��は，現行課税方式の下での相続税率である。
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他方，譲渡所得税の死亡時課税制度の下では，相続時に被相続人に対して

「みなし譲渡所得税」�������が課せられるが，この「みなし譲渡所得税」

�������は相続税の課税対象から控除される。したがって，譲渡所得税の死

亡時課税制度の下で，相続時に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときに

支払わなければならない相続税と譲渡所得税の相続時における現在価値��は，

����������������
���������� �

となる。��は，譲渡所得税の死亡時課税制度の下での相続税率であり，被相

続人に対する死亡時の「みなし譲渡所得税」は，相続税の課税対象から控除さ

れるから，相続税率が１０～５０％の累進税率であることを考慮すると，

��	��	�である。（なお，相続時に被相続人にみなし譲渡所得課税をした

後，相続開始のあった日の翌日から相続税申告期限後３年以内に相続不動産を

第三者に売却（譲渡）したときの不動産の売却（譲渡）価額が，相続時のみな

し譲渡価額を下回っている場合には，不動産の売却（譲渡）価額でみなし譲渡

所得を算定して譲渡所得課税を行い，譲渡所得税の超過部分を還付する。後述

するように，このような還付制度を設けることによって，みなし譲渡所得課税

の相続時における不動産の時価評価額��に対する納税者の利害得失を緩和す

ることができる。）

�式と�式より，相続時に相続不動産を第三者に売却（譲渡）したときに，

相続人にとって譲渡所得税の死亡時課税の方が現行課税方式よりも相続税と譲

渡所得税の負担が重くなる条件は，

������������
���������������������

��� �

が成立することである。

�式，�式および�式より，次のことが言える。相続時に不動産を売却した

ときに，相続税が課税されない���������ならば，相続時における不動産

の売却価額とみなし譲渡課税における時価評価額が同一である限り，譲渡所得
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税の死亡時課税と現行課税方式の税負担は同一であり，いずれの課税方式でも

�������だけの譲渡所得税を支払わなければならない。相続税が課税される

場合���������でも，被相続人の不動産の取得価額�が低く，キャピタ

ル・ゲイン������が大きいならば，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行課

税方式よりも相続税の税負担が重くなる程度は小さくなり，�����の場合に

は，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行課税方式よりも相続税の税負担が軽く

なる可能性もある。相続税額の取得費加算の特例制度が存在しなければ，譲渡

所得税の死亡時課税の方が相続税の税負担は軽くなる。

これは，次のような理由による。譲渡所得税の死亡時課税における「みなし

譲渡所得税」�������は，相続税の課税対象から控除される。また，相続税

率は累進的であるから，「みなし譲渡所得税」�������の相続税の課税対象か

らの控除は，譲渡所得税の死亡時課税制度における相続税率��を現行相続税

率��よりも引き下げる可能性がある。すなわち，�������である。したがっ

て，「みなし譲渡所得税」�������が課せられることによる相続税の軽減額

は，���������であり，この軽減額は，キャピタル・ゲイン������が大き

いほど大きい。他方，現行の相続税額の取得費加算の特例制度においては，譲

渡所得額������から相続税の支払い額�����を控除できるから，現行の相続

税額の取得費加算の特例制度による相続税の軽減額は，������である。不動

産の相続税評価額���が相続時における不動産売却価額（不動産評価額）��

を大きく下回らない限り，�������������������となり，譲渡所得税の死

亡時課税の方が現行課税方式よりも相続税の税負担が重くなる。また，譲渡所

得税の死亡時課税の下では，控除前の相続税評価額に対する相続税は，�����

であるのに対して現行課税制度の下での相続税は，�����である。したがっ

て，���������������となり，これは，譲渡所得税の死亡時課税の方を現行

課税方式よりも相続税の税負担において軽くする要因である���������。

以上より，相続時に相続不動産を第三者に売却（譲渡）した場合において，キャ

ピタル・ゲイン������が大きいならば，譲渡所得税の死亡時課税の方が現
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行課税方式よりも相続税の税負担が重くなる程度は小さくなり，�����の場

合には，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行課税方式よりも相続税の税負担が

軽くなる可能性もある。また，相続税額の取得費加算の特例制度が存在しなけ

れば，譲渡所得税の死亡時課税の方が相続税の税負担は軽くなると言える。

相続税額の取得費加算の特例制度の問題点

相続税額の取得費加算の特例制度は，単純承認において相続によって取得し

た財産を相続税の支払いのために（相続開始のあった日の翌日から相続税申告

期限後３年以内に）第３者に譲渡した場合には，譲渡所得額から相続税の支払

い額を控除できる制度である（租税特別法３９条）。この制度は，相続税の支払

いのために土地等を売却した場合には，相続税に加えて譲渡所得に課税される

ことによる相続人の負担の緩和を意図したものである。しかし，相続税の支払

い時期と土地等の不動産の売却時期が同時期であることは，必ずしも相続税の

支払いのために土地等を売却せざるを得なかったことを意味しない。相続税額

の取得費加算の特例制度は，現行所得税制がシャウプ勧告における被相続人に

対する死亡時の「みなし譲渡所得」課税を廃止し，被相続人の取得価額を相続

人が引き継ぐことを認めたことによって相続時に不動産を売却することが売却

しないことに比して相対的に不利になったのに対して，それを緩和することを

意図したものと解される。

相続税額の取得費加算の特例制度は，相続税の支払いのために土地等を売却

した場合には，譲渡所得額������から相続税の支払い額����を控除できる

制度であるから，実現キャピタル・ゲイン税としての譲渡所得税が納税延期の

利益を持ち，不動産の売却を阻害する効果を持つのに加えて，相続税の支払い

額が多いと予想する被相続人が相続時（死亡時）まで土地等を売却しないで保

有し続けることを有利にし，被相続人が存命中に土地等を売却することを阻害

する効果を持つ。

これに対して，譲渡所得税の死亡時課税制度の下では，相続時に被相続人に
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対して「みなし譲渡所得税」�������が課せられ，この「みなし譲渡所得税」

�������は相続税の課税対象から控除されるが，これによって被相続人が相

続時（死亡時）まで土地等を売却しないで保有し続けることを有利にすること

はない。譲渡所得税の死亡時課税制度の下では，被相続人が存命中に土地等を

売却した場合には，被相続人の死亡時まで譲渡所得税の納税が猶予されるか

ら，譲渡所得税の死亡時課税制度は現行所得税制度に比して被相続人が土地等

を売却することを阻害する可能性は低い。

�．譲渡所得税の死亡時課税と現行課税方式との比較－相続時より
一定期間後（M 期後）に不動産を売却したとき

相続時より一定期間後（� 期後）に相続不動産を第三者に売却（譲渡）し

たときにおける譲渡所得税の死亡時課税と現行課税方式とを比較し，譲渡所得

税の死亡時課税を行った場合にその負担が過重になるか否かを検討しよう。現

行課税方式の大きな問題点は，相続人が単純承認をすると，相続不動産を売却

しない限り，譲渡所得税の無限の繰り延べができることである。以下の議論で

は，譲渡所得税の死亡時課税を行った場合にその負担が過重になるか否かを検

討するために，このような現行課税制度における不動産の売却阻害効果を無視

し，譲渡所得税の死亡時課税においても現行課税方式においても相続不動産の

売却時期（� 期）は変わらないものと想定する。

現行税法の下で，相続した不動産を相続税申告期限後より� 期間後（� 期

後＞３年後）に売却したときに，相続不動産に課せられる相続税と譲渡所得税

の相続時における現在価値�は，

������
��
�������

������
�

である。ここで，�� は，� 期首における不動産の（予想）売却価額であり，

���と想定している。

相続開始のあった日の翌日から相続税申告期限後３年以内に土地等を売却し
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た場合には，譲渡所得額������から相続税の支払い額を控除できる（相続

税額の取得費加算の特例制度）から，相続した不動産を３年以内に売却したと

きに，相続不動産に課せられる相続税と譲渡所得税の相続時における現在価値

��は，

�������
��
�����������

��

������
�’

となる。ここで，���である。

これに対して，譲渡所得税の死亡時課税の下では，被相続人に対する死亡時

の「みなし譲渡所得税」は相続税の課税対象から控除される。また，相続人が

相続した不動産を一定期間後（� 期後）に売却したときに課せられる譲渡所

得税��������については，� 期首における不動産の売却価額�� が相続時

における不動産の時価評価額��を上回っているならば（�� ���ならば），死

亡時まで延納することができ（譲渡所得税の死亡時課税），下回っているなら

ば（�� ���ならば），不動産の売却時期（� 期）に不動産の相続時と売却時

（� 期）との不動産の時価評価額との差額に対応する譲渡所得税��������

の還付を受けることができるものとする。還付期間を何年にするかについて

は，政策的判断を必要とするであろう。ここでは，相続税額の取得費加算の特

例制度が相続税申告期限後３年以内に土地等を売却した場合に適用されること

を考慮し，現行課税方式と比較するために，� 期＝３年と想定する。このよ

うな還付制度を設けることによって，「みなし譲渡所得」課税における不動産

の時価評価の問題点を緩和し，相続時における不動産の時価評価額��の相違

による納税者の利害得失を緩和することができる。

以上より，譲渡所得税の死亡時課税の下では，� 期首における不動産の売

却価額�� が相続時における不動産の時価評価額��を上回っているならば

（�� ���ならば），相続した不動産を� 期後（���年後）に売却したとき

の相続不動産に課せられる相続税と譲渡所得税の相続時における現在価値�	

は，

死亡時の「みなし譲渡課税」の負担は過重か １９７



����������������
�����������

��������

���	�

�

となる。ここで，
は，相続人が不動産の売却を決定する場合の予想死亡時期

（現実の死亡時期ではない）であり，����
と想定している。

相続不動産を相続税申告期限後� 年（３年）以内に売却し，かつ，� 期首

における不動産の売却価額�� が相続時における不動産の時価評価額��を下

回っているならば（�� ���ならば），不動産の売却時期（� 期）に譲渡所得

税��������の還付を受けることができるから，相続した不動産を� 期後

（���年後）に売却したときの相続不動産に課せられる相続税と譲渡所得税

の相続時における現在価値��は，

�
�

���������������
�����������

��������

���	��
�’

となる。ここで，�	�である。

�式と�式より，相続した不動産を相続税申告期限後� 期間後（� 期後＞

３年後）に売却し，かつ，� 期首における不動産の売却価額�� が相続時に

おける不動産の時価評価額��を上回っている場合（�� �����の場合）に，

譲渡所得税の死亡時課税の方が現行課税方式よりも相続税と譲渡所得課税の税

負担が重くなる条件は，

������������������
�

���	��
�

���������
�

���	�

�

�

���	��
� ��������������

�

が成立することである。

また，�’式と�’式より，相続不動産を相続税申告期限後� 年（３年）以

内に売却し，かつ，相続時における不動産の時価評価��が� 期首における

不動産の売却価額�� を上回っている場合（����，かつ，�� ���の場合）

に，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行課税方式の取り扱いよりも相続税と譲

渡所得課税の税負担が重くなる条件は，
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�
�

������������������
�

�����	
�

������
���
��

��
��
�

�����	
��

�’

が成立することである。

相続税申告期限後	 期間後（	 期後＞３年後）で，かつ，�	 �����，

すなわち，被相続人が不動産を取得したときから，相続人が相続不動産を売却

するときまでに不動産価額が上昇している場合には，�式から分かるように，

������������
	 ならば，相続時までのキャピタル・ゲイン������が大き

いほど，相続時から売却時までの不動産の予想上昇額��	����が小さいほ

ど，相続人の予想死亡時期（�期）に比して相続した不動産の予想売却時期（	

期）が遅いほど，現行所得税制の方が譲渡所得税の死亡時課税よりも課税面で

有利になる可能性が高い。相続税については，相続税の課税対象から控除され

る「みなし譲渡所得」課税額�������が多くて累進的な相続税率の下では，

�
���となる場合には，�
が低いほど，現行税制の方が譲渡所得税の死亡時

課税よりも課税面で有利になる可能性が高い。みなし譲渡所得課税額が少な

く，�
�����となる場合には，�が低いほど，現行税制の方が譲渡所得税の

死亡時課税よりも課税面で有利になる可能性が高い。換言すれば，相続人の予

想死亡時期（�期）に比して相続した不動産の予想売却時期（	 期）が早く，

相続税率�
（あるいは，�）が高いならば，また，相続時までのキャピタル・

ゲイン������に比して相続時から売却時までの不動産の予想上昇額

��	����が大きいならば，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行税制よりも課

税面で有利になる可能性がある。あるいは，����	�������	 が成立するほ

ど，譲渡所得税の死亡時課税の下での相続税率��が高く，不動産の予想売却

時期	 が早いならば，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行税制よりも課税面

で有利になる可能性がある。

これは，次のような理由による。譲渡所得税の死亡時課税の下では，被相続

人の死亡時に「みなし譲渡所得税」�������が課せられるが，「みなし譲渡所

死亡時の「みなし譲渡課税」の負担は過重か １９９



得税」�������は，相続税の課税対象から控除されるから，「みなし譲渡所得

税」�������が課せられることによって相続時に譲渡所得課税の面で不利に

作用するのは，�������ではなく，�������������である。また，現行所

得税制の下で� 期後に相続不動産を売却したときに支払わなければならない

譲渡所得税の相続時における現在価値は，�������������� であるのに対し

て，譲渡所得税の死亡時課税の下では，� 期後に相続不動産を売却しても

（���を想定）相続人の死亡時期（�期）まで納税を猶予されるから，� 期

後に相続不動産を売却したときに支払わなければならない譲渡所得税の相続時

における現在価値は，���������������である。したがって，現行所得税制

の下でと，譲渡所得税の死亡時課税の下で，� 期後に相続不動産を売却した

ときに支払わなければならない譲渡所得税の相続時における現在価値の差，

�������������
����������������

�

����������
�

������
�

�

������
���

������

������
��

は，譲渡所得課税の死亡時課税を譲渡所得課税の面で有利にする要因である。

他方，「みなし譲渡所得税」は相続税の課税対象から控除されるから，相続税

率の累進性を考慮すると，譲渡所得課税の死亡時課税の場合の相続税率��

は，現行税制の下での相続税率��よりも低くなる可能性がある���	���。そ

の結果，�����ならば，譲渡所得税の死亡時課税の場合の方が���������	

だけ相続税額が少なくなる。これは，譲渡所得税の死亡時課税を相続税の課税

面で有利にする要因である。

以上より，�� �����の場合には，

�������������
�

������
�����������

�

������
�

�

������
�

����������
	

ならば，�式は正となり，現行税制の方が譲渡所得税の死亡時課税よりも課税

面で有利となる。上式の右辺は正であるから，相続時の「みなし譲渡所得税」に
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よる譲渡所得税の実質的な負担額�������������が，現行税制の下で「みな

し譲渡所得税」の支払い�������を� 期まで延期したことによる譲渡所得税

の相続時における現在価値�������������� を上回らない��������������

����������������ならば，�式は負となり，譲渡所得税の死亡時課税の方

が現行税制よりも課税面で有利となる。

例えば，みなし譲渡所得課税額が少なく，��	��	�であり，かつ，相続

時以後の不動産価格の上昇が期待できない��� ����の場合においても，割引

率�＝３％とすると，相続後の不動産の予想売却時期�＝７年後（以前）な

らば，��������＝０．８１３０９２となるから，相続税率�≧２０％のときには，譲渡

所得税の死亡時課税の方が現行所得税制よりも課税面で有利になる。相続後の

不動産の予想売却時期�＝１２年後（以前）ならば，���������＝０．７０１３８０と

なるから，相続税率�≧３０％のときには，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行

所得税制よりも課税面で有利になる。すなわち，相続後の不動産の予想売却時

期が早いほど，より低い相続税率の下で譲渡所得税の死亡時課税の方が現行所

得税制よりも課税面で有利になる可能性が生じる。

相続時以後から売却時までの不動産価格の上昇期待が大きいほど，相続人の

予想死亡時期（�期）に比して相続した不動産の予想売却時期（� 期）が遅

いほど，より低い相続税率の下で現行所得税制の方が譲渡所得税の死亡時課税

よりも課税面で有利になる可能性が高くなる。例えば，譲渡所得税の死亡時課

税の下で控除される相続後がない��	��の場合においても，相続時以後から

売却時までの不動産価格の上昇期待�������とみなし譲渡所得������が等

しい������	�����と想定すると，割引率�＝３％，相続後の不動産の予

想売却時期�＝７年後（以前）のケースでは，��������＝０．８１３０９２，�������

＝０．６２３１６７となるから，相続人が不動産の相続後１６年（以後）に死亡すると

予想するならば，譲渡所得税の死亡時課税の方が現行所得税制よりも課税面で

有利になる。

相続税申告期限後３年以内�����に不動産を売却し，かつ，相続時にお

死亡時の「みなし譲渡課税」の負担は過重か ２０１



ける不動産の時価評価額��が� 期首における不動産の売却価額�� を上回っ

ている場合（�� ���の場合）には，現行税制の下で� 期（年）後に相続不

動産を売却したときに支払わなければならない譲渡所得税の相続時における現

在価値は，�������������������
� であるのに対して，譲渡所得税の死亡

時課税の下では，� 期（年）後に相続不動産を売却したときに還付を受ける

譲渡所得税の相続時における現在価値は，��������������� である。した

がって，現行税制の下で� 期後�����に相続不動産を売却したときに支払

わなければならない譲渡所得税の相続時における現在価値と，みなし譲渡所得

税の死亡時課税の下で� 期後�����に相続不動産を売却したときに還付を

受ける譲渡所得税の相続時における現在価値の和，

�����������
������������������������

�

������������
�����������

は，� 期後に相続不動産を売却したときに，現行所得税制に比して譲渡所得

税の死亡時課税を譲渡所得課税の面で有利にする要因である。

以上より，����，かつ，�� ���の場合には，

�������������
�

������
	���

�

������
�
�

�����������
�

ならば，�’式は正となり，現行税制の方が譲渡所得税の死亡時課税よりも有

利となる。

相続税額の取得費加算の特例制度が廃止されるならば，������������
���

となるから，譲渡所得税の死亡時課税の方が課税面で有利となる条件は，

�������������
�

������
	����������

�

が成立することである。相続税額の取得費加算の特例制度が廃止されるなら

ば，みなし譲渡所得課税額が少なく，�������であり，かつ，相続時以後

の不動産価格の下落が予想される�����，かつ，�� ����場合，割引率�＝
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３％とすると，相続後の不動産の予想売却時期�＝３年後としても，

��������＝０．９１５１４２となるから，相続税率�≧１０％ならば，譲渡所得税の死

亡時課税の方が課税面で有利になる。すなわち，相続税が課税される限り，譲

渡所得税の死亡時課税の方が課税面で有利になる。

�．譲渡所得税の死亡時課税制度は，現行課税方式と比較して「負
担が過重である」と言えるか。

第２節と第３節の議論から分かるように，譲渡所得税の死亡時課税制度（み

なし譲渡所得課税と死亡時課税の組み合わせ方式）は，

� みなし譲渡所得税が相続税の対象から控除されること，

� 相続人が相続時から一定期間後（� 期後）に不動産を売却したときに

は，被相続人の取得価額を引き継がず，相続時の時価が取得価額になるこ

と，

� 相続人が一定期間後（� 期後）に不動産を売却したときには，� 期首

における不動産の売却価額�� が相続時における不動産の時価評価額��

を上回っていれば（�� ���ならば），死亡時まで譲渡所得税を延納する

ことができること（譲渡所得税の死亡時課税），相続不動産を相続税申告

期限後� 年（３年）以内に売却し，かつ，� 期首における不動産の売却

価額�� が相続時における不動産の時価評価額��を下回っているならば

（�� ���ならば），不動産の売却時期（� 期）に譲渡所得税��������

の還付を受けることができること，

を考慮すれば，相続不動産の売却時期が変わらないと想定する限り，譲渡所得

税の死亡時課税制度が現行課税方式と比較して，「負担が過重である」という

批判は必ずしも妥当しない。特に，遺産額が大きく，したがって，相続税率が

高いとき，また，相続税額の取得費加算の特例制度が適用されない期間

（���年）で，かつ，相続人が比較的早期に不動産を売却する場合には，現

行課税方式よりも譲渡所得税の死亡時課税制度の方が相続税と譲渡所得税の相

死亡時の「みなし譲渡課税」の負担は過重か ２０３



続時の現在価値は低くなる可能性が高い。

相続税額の取得費加算の特例制度は，譲渡所得税が納税延期の利益を持ち，

不動産の売却を阻害する効果を持つのに加えて，被相続人が存命中に土地等を

売却することを阻害する効果を持つ。このような問題点を持つ相続税額の取得

費加算の特例制度が廃止されるならば，相続人が早期に不動産を売却する場合

（���年）には，相続税が課税される限り，現行課税方式よりも譲渡所得税

の死亡時課税制度の方が相続税と譲渡所得税の相続時の現在価値は低くなる可

能性が高い。

現行課税方式の下で「負担が軽減される」のは，相続不動産の売却時期（�

期）が遅いときである。現行所得税制度は，相続人が単純承認をすれば，被相

続人の取得価額の引き継ぎを認め，不動産を売却しない限り譲渡課税の無限の

繰り延べができる制度である。したがって，現行所得税制度の下では，相続不

動産の売却時期（� 期）が遅いほど，相続時における譲渡所得税の現在価値

��������������
� は小さくなり，譲渡所得税の実質的な負担は軽減される

ことになる。現行所得税制度の下における譲渡所得税の納税延期の利益は，相

続した不動産の売却を阻害するという凍結効果を持っている。そして，この譲

渡所得税の凍結効果が，被相続人の取得価額を相続人が引き継ぐことを認める

現行所得税制度の大きな問題点なのである。３）

譲渡所得税の死亡時課税制度は，現行所得税制度の下における譲渡所得税の

無限の繰り延べという弊害を排除することができる。また，譲渡所得税の死亡

時課税制度は，現行所得税制度に比して，相続人が不動産を早期に売却するこ

とを有利にする効果を持っている。

ところで，譲渡所得税の死亡時課税制度に対する批判として，未実現キャピ

タル・ゲイン（値上り益）を評価することの技術的および実施上の困難性に対

する批判がある。すなわち，譲渡所得税の死亡時課税制度の下では，被相続人

３）Messere［１９９３］によると，死亡時のみなし譲渡所得課税を採用している国は，カナダと
スペインであり，その内，カナダでは，相続税が廃止されている。
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の死亡時に「みなし譲渡所得」課税を行うときに未実現キャピタル・ゲイン（値

上り益）を評価しなければならないが，未実現キャピタル・ゲイン（値上り益）

を評価することの技術的困難性とそれによって生じる納税者の利害・得失の相

違が大きいという問題点のために，譲渡所得税の死亡時課税制度を実施するこ

とは納税者の理解を得られないという批判である。この問題については，機会

をあらためて論じたい。

（小論は，２０１０年度特別研究助成による研究成果の一部である。）
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